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定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2019年４月 19日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を 2019年６月 25日開催予

定の定時株主総会に付議することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．定款一部変更 

（１）定款一部変更の理由 

当社グループの事業多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）について、 

追加・修正をするものであります。 

 

 （２）定款変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりであります。 

 

 （３）定款変更の内容 

  取締役会決議日  2019年４月 19日 

定時株主総会開催日 2019年６月 25日（予定） 

定款変更の効力発生日 2019年６月 25日（予定） 

 

 

  

 



別 紙                          

定款一部変更                            （下線は変更部分を示します。） 

現行定款目的 変更案 

１．介護保険法による指定居宅介護支援、介護

予防指定居宅介護支援 

１．介護保険法による居宅介護支援事業 

２．介護保険法による次の事業 

①訪問介護、介護予防訪問介護 

② 

～ （条文省略） 

③ 

④訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハ

ビリテーション 

⑤居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指

導 

⑥通所介護、介護予防通所介護 

⑦通所リハビリテーション、介護予防通所リハ

ビリテーション 

⑧短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介

護 

⑨短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介

護 

⑩特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設

入居者生活介護 

⑪福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

（新 設） 

２．介護保険法による次の居宅サービス事業 

①訪問介護 

② 

～ （現行どおり） 

③ 

（削 除） 

 

（削 除） 

 

④通所介護 

（削 除） 

 

⑤短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介

護 

（削 除） 

 

⑥特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設

入居者生活介護 

⑦福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

⑧特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販

売 

３. 介護保険法による次の地域密着型サービス

事業  

 

（新 設） 

 

①認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応

型通所介護 

②認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症

対応型共同生活介護 

③小規模多機能型居宅介護 

 

④看護小規模多機能型居宅介護 

⑤定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（新 設） 

３. 介護保険法による次の地域密着型サービ

ス事業  

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

②夜間対応型訪問介護 

③地域密着型通所介護 

④認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応

型通所介護 

⑤認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症

対応型共同生活介護 

⑥小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多

機能型居宅介護 

⑦看護小規模多機能型居宅介護 

（削 除） 

⑧地域密着型特定施設入居者生活介護 



４．（条文省略） ４．（現行どおり） 

（新 設） ５．介護保険法による地域包括支援センター受

託運営事業 

５．健康保険法に基づく訪問看護事業 

～  （条文省略） 

８．障害者総合支援法に基づく地域生活支援事

業 

６．健康保険法に基づく訪問看護事業 

～  （現行どおり） 

９．障害者総合支援法に基づく地域生活支援事

業 

（新 設） １０．老人福祉法に基づく老人居宅生活支援事

業 

９．老人福祉法に基づく有料老人ホーム事業 

 ～  （条文省略） 

３５．葬祭関連機器・用品のレンタル・リース 

１１．老人福祉法に基づく有料老人ホーム事業 

  ～  （現行どおり） 

３７．葬祭関連機器・用品のレンタル・リース 

（新 設） ３８．宅地建物取引業務 

３９．不動産の売買、賃貸、交換、分譲、管理

及びその紹介、仲介又は代理業並びにコンサル

ティング業務 

４０．建物及び駐車場の管理業務 

３６．各種研修、セミナーの開催及びコンサル

ティング 

  ～  （条文省略） 

５９．前各号に附帯関連する一切の業務 

４１．各種研修、セミナーの開催及びコンサル

ティング  

  ～  （現行どおり） 

６４．前各号に附帯関連する一切の業務 

 


